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「行政改革推進プラン」の平成２４年度の取組状況等について 

 

 
１ 取組状況の概要（別紙参照） 

９１取組のすべてが「計画どおり」に進められており，行政改革の取組が着実に進ん

でいると評価できる。 

区  分 取組数 構成比 

Ｓ 計画以上に進んでいるもの 0 取組 0％

Ａ 計画どおり進んでいるもの 70 取組 

 実施済 
実施済としたもの 

（うち，平成２４年度実施済としたもの）

21 取組 

（6 取組）

100.0％

Ｂ 計画より遅れているもの 0 取組 0％

合  計 91 取組 100.0％

【評価の基本的な考え方】 

・ 「定性的な目標を設定している取組」については，取組実績の内容から評価 

・ 「定量的な目標を設定している取組」については，取組実績の内容と取組目標の達成

率の両面から評価 

○ 定性的な目標を設定している取組 

取組実績の内容 

計画以上に進んでいる 計画どおりに進んでいる 計画より遅れている 

Ｓ Ａ Ｂ 

○ 定量的な目標を設定している取組 

取組目標の達成率  

120%以上 80％以上 120％未満 80％未満 

計画以上に進んでいる Ｓ Ａ Ｂ 

計画どおりに進んでいる Ａ Ａ Ｂ 

取
組
実
績
の
内
容 計画より遅れている Ｂ Ｂ Ｂ 

例）「目標の達成率が１００％未満（ただし，８０％以上）の場合」であっても，「目標   

達成に向けた取組が順調に実施されている場合」は，「Ａ」評価とする。 

資料 

平成２５年７月１８日 

行政経営部行政改革課 
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２ 主な取組（第４次行政改革大綱における「改革の柱」ごとに記載） 

（１）市民の力の発揮 

№ 取 組 名 平成２４年度の取組内容 

1 行政情報の積極的な提供  

 
③災害時における情報伝達 

ネットワークの整備 

・ 平成２４年６月までに災害等の情報を携帯電話に

一斉配信できる緊急速報メールの利用を開始 

・ 平成２５年３月までに全避難所（１４８か所）に

ＭＣＡ無線を配備 

（平成２５年度，緊急速報メールを災害時に自動で配

信するシステムを構築予定） 

※ 

④民間事業者との協働による 

「暮らしの便利帳」の発行 

（削減：12,962 千円） 

・ 平成２４年１２月に「暮らしの便利帳」を民間事

業者と協働により発行 

2 窓口サービスの向上 
・ 各種サービス申請時の添付書類や押印の省略等，

申請手続き簡素化に向けた基本的な考え方を整理

5 地方分権改革の推進 

・ 地方分権を推進する法律に基づき，これまで国が

一律に定めてきた施設の設置・管理等に係る基準を

市が独自に設定 

（平成２５年４月からの新たな基準に係る３９条例を

施行） 

8 地域行政機関の機能・体制の強化

・ 市民の利便性の向上と，地域の特性を生かした住

民主体のまちづくりに向けて，地域行政機関の機

能・業務の見直しを継続的に実施 

・ 平成２４年４月から高齢者外出支援事業（バス 

カード等の受付・窓口交付）などを拡充 

12 
市民と行政が一体となった節電

行動の強化 
 

 
①市有施設におけるＬＥＤ照明

の導入推進 

・ 市有施設におけるＬＥＤ照明の導入基準を策定 

（平成２５年度，五代若松原地域コミュニティセン 

ターの全照明での導入，ＪＲ宇都宮駅西口自転車駐

輪場の主要部分の照明切換えなどを予定） 

 ②ＬＥＤ防犯灯の導入促進 

・ ＬＥＤ防犯灯の導入に向けた防犯灯補助制度の見

直しを実施 

（平成２５年度からＬＥＤ防犯灯に係る上乗せ補助を

開始し，新規と更新を合わせ年間約２，０００灯の

ＬＥＤ化を予定） 
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№ 取 組 名 平成２４年度の取組内容 

15 全庁的な外部委託の推進  

 
②学校給食調理業務 

（削減：33,540千円） 

・ 平成２４年４月から城山中央小・田原小・田原西

小の３校で委託を開始 

（平成２５年４月から東小，瑞穂野南小，国本中央小，

陽光小，瑞穂台小の５校で委託を開始） 

16 指定管理者制度の推進  

 ①宮サイクルステーション 
・ 平成２５年９月からの制度導入に向けて，指定管

理者の候補者を決定 

 ②河内図書館 

・ 南図書館への制度導入効果の検証結果を踏まえ，

平成２６年度からの制度導入を決定 

（平成２５年５月から指定管理者の候補者を募集） 

 ③霊園 

・ 平成２６年度から，北山霊園に加えて聖山公園な

ど６霊園等への制度導入を決定 

（平成２５年５月から指定管理者の候補者を募集） 

19 
公立保育園の民営化・統廃合 

（削減：96,983千円） 

・ 平成２４年４月から不動前保育園・北保育園を民

営化 

（平成２５年度に上横田保育園，今泉第二保育園，西

が岡保育園の民営化事業者を決定） 
 

 ※ 「※」の取組は，平成２４年度に取組が実施済となったもの（以下，同じ。） 

 

（２）事業等の徹底した検証 

№ 取 組 名 平成２４年度の取組内容 

22 
事業の再編・統廃合の推進 

（削減：502,667 千円） 

・ 行政評価等を通じて，既存の事務事業の継続的な

検証を行い，約２００件の事務事業を見直し（廃止・

縮小等） 

 
①ＩＣＴの維持管理の適正化 

（削減：47,289 千円） 

・ 情報システム機器の簡素化・集約化や，再リース

の活用等により経費を削減 

・ 平成２５年３月に情報システムの最適化に向けた

ロードマップを策定 

（平成２６年度中の共通基盤構築に向けて取組中） 
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№ 取 組 名 平成２４年度の取組内容 

 
③上河内地域における公共交

通の再構築 

・ 定時定路方式とデマンド方式を効果的に組み合わ

せた公共交通の再構築に係る住民説明会や利用意向

に関するアンケート調査を実施 

（平成２５年４月から地域の検討組織を中心として，

運行計画，運営組織等について検討中）  

※ 

⑥前納報奨金制度の見直し 

 （市税，国民健康保険税） 

（削減：71,967 千円） 

・ 納税環境の向上などによる環境の変化を踏まえ，

平成２４年４月から交付率引下げ（０．２５％⇒ 

０．１５％）を実施 

（交付率引き下げによる影響を検証し，更なる見直し

に向けて検討中） 

※ 

⑦社会福祉施設整備費補助の

適正化 

（削減：90,177 千円） 

・ 平成２４年４月から，老人福祉施設整備補助金の

補助単価の引き下げ，障がい者福祉施設整備補助金

の市単独上乗せ補助の廃止を実施 

※ 
⑧市民農園の管理・運営の見直し

（削減：366 千円） 

・ 平成２４年４月から，市街地４農園において民間

事業者による管理・運営を開始 

26 出資法人等の改革の推進 

・ 平成２４年４月から，特例民法法人のうち，うつ

のみや文化創造財団をはじめとする５団体が公益社

団・財団法人へ移行 

（グリーントラストは平成２５年４月から移行） 

（宇都宮市老人クラブ連合会は団体運営のあり方を見

直し，平成２５年４月から任意団体に移行，事務局

機能を宇都宮市社会福祉協議会と統合） 

28 公共施設等の適正保有，効果的な利活用の推進 

 

①屋外プール（水上公園プー

ル）の管理・運営の見直し 

（削減：17,490 千円） 

・ 利用者数の減少や施設の老朽化などを踏まえ，平

成２４年４月から水上公園プールを廃止 

33 

全庁的な事務処理効率化の

推進 

（削減：45,383 千円） 

・ 資料作成の省力化，定例ミーティングの徹底，ス

イッチオフｄａｙの拡大など，継続的な残業削減運

動を展開し，残業時間を２３．１％削減（平成２１

年度比） 
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（３）効率的な執行体制の確立 

№ 取 組 名 平成２４年度の取組内容 

37 
職員数の適正化の推進 

（削減：215,887 千円） 

・ 平成２７年度の３,３００人体制の実現に向け，平成２４

年度当初 ３,３９０人体制（前年度比▲５９人）を構築 

（平成２５年度当初 ３,３４８人体制（前年度比▲４２人））

38 
効果的・効率的な組織の

構築 

・ 平成２４年度は市民に身近な施策やサービスを総合的・一

体的に推進・提供するため，「自治振興部」と「市民生活部」

を統合・再編し，「市民まちづくり部」を設置 

（平成２５年度に，本市全体の広報施策と融合したブランド発

信を行うため「都市ブランド戦略室」を広報広聴課へ移管，

公共施設の老朽化等に伴う最適な更新投資の検討を行うため

「財産活用促進グループ」を政策審議室に設置） 

39 人材育成システムの推進 

・ 職員の職務適性やキャリア志向を把握できるよう，キャリ

ア診断ツール｢宇都宮市キャリア支援検査｣を研修等で活用 

・ ＯＪＴ（日常の仕事を通じた指導・育成）の実践面での推

進を図るため，ホームページ上で各課の取組事例等を職員が

把握できる仕組みを構築 

 

（４）健全な財政構造の確立 

№ 取 組 名 平成２４年度の取組内容 

42 
市有財産の有効活用 

（増収：387,274 千円） 

・ 旧駅東出張所跡地（元今泉５丁目）などの未利用地を５件

公売し，うち４件について成約 

・ 赤道，水路などの法定外公共物４７件を払下げ 

・ 入札による行政財産の貸付（自動販売機の設置）を拡大（本

庁舎や地域行政機関など７４件で契約） 

43 
有料広告事業の推進 

（増収：17,427 千円） 

・ 平成２４年度から，新たに本庁舎や地区市民センター等に

おけるモニターを用いた動画広告，子ども発達センター通園

バス側面及び職員パソコンのシステム画面に広告を導入する

など，計５３の媒体で有料広告事業を実施 

46 

公共施設の電力調達にお

ける競争入札の導入 

（削減：1,168 千円） 

・ 電気料金の削減や競争性の確保の観点から，公共施設の

電力調達において，大手電力会社以外の民間事業者 

（ＰＰＳ）も含めた競争入札を実施 

・ 平成２４年度，清原中央公園，公営事業所でＰＰＳ導入

（平成２５年４月からクリーンパーク茂原，市内全小中学校及

び保育園４園で導入） 

50 
補助金等の整理・合理化 

（削減：304,054 千円） 
・ １４３件の補助金等を廃止・縮小 
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３ 経費削減・増収効果                         【単位：千円】 

区分 № 取 組 名 
削 減 ・ 増 収 額

※1 

１ 行政情報の積極的な提供 12,962

 ④民間事業者との協働による「暮らしの便利帳」の発行 （12,962）

15 全庁的な外部委託の推進 33,540

 ②学校給食調理業務（職員数９人分の削減を含む。） （33,540）

19 公立保育園の民営化・統廃合（職員数２１人分の削減を含む。） 96,983

22 

事業の再編・統廃合の推進（予算編成等を通じた継続的な事務
事業の見直し（約２００件の事務事業を見直し）） 

＊行政改革推進プランに計上している主な取組 
① ＩＣＴの維持管理の適正化         47,289 千円 
⑥ 前納報奨金制度の見直し      71,967 千円 
⑦ 社会福祉施設整備費補助の適正化  90,177 千円 
⑧ 市民農園の管理・運営の見直し        366 千円 

502,667

28 公共施設等の適正保有，効果的な利活用の推進 17,490

 ①屋外プール（水上公園プール）の管理・運営の見直し （17,490）

33 全庁的な事務処理効率化の推進（時間外勤務手当の削減） 45,383

37 職員数の適正化の推進（他の取組に含まない２９人分の削減を計上※２） 215,887

46 公共施設の電力調達における競争入札の導入 1,168

49 公的資金補償金免除繰上償還の活用 591,586

50 補助金等の整理・合理化 304,054

経
費
の
削
減 

経費削減効果 小計 1,821,720

27 ㈱栃木県畜産公社への関与のあり方の見直し（土地の有償貸付） 4,814

42 市有財産の有効活用（未利用地等の売払い，貸付） 387,274

43 有料広告事業の推進 17,427

収
入
の
増
加 収入増加 小計 409,515

削減・増収効果 合計 2,231,235

※1 集計額については，見込み額であり，異同を生ずることがある。 

※2「職員数の適正化の推進」（№３７）の内訳については，下表を参照 

ア 全体の削減数（平成２３年度比） ▲５９人 

外部委託 学校給食調理業務（３校） （▲ ９人） 
イ 

民営化 不動前保育園，北保育園 （▲２１人） 

ア－イ ▲２９人 

【参考】これまでの成果 

年  度 平成２２年度 平成２３年度 

削減・増収効果 合計 1,625,646 千円 2,410,154 千円 

 

４ 今後のスケジュール 

平成２５年 ７月２５日 行政経営検討委員会（平成２４年度の取組状況の報告） 

８月    広報紙等において平成２４年度の取組状況の公表 

平成２６年 ２月頃   行政改革推進懇談会（「行政改革推進プランの見直し案の協議） 


